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トルコの憂鬱： 対中東政策での孤立 
Turkey in Melancholy: Isolated in the Middle Eastern Politics 

 

ゲジ公園事件とエジプトのクーデター 

 2013 年は、エルドアン政権にとってなかなか難しい一年であった。政権 3 期目に入り、来

年にはアブドゥッラー・ギュル大統領が任期満了となるため、大統領就任への意欲も高まって

いた。しかし、5 月に始まった反政権運動（ゲジ公園から始まったので反政府側は、ゲジ・プ

ロテストと呼んでいる）を抑えるのに思いのほか苦慮し、保守的なムスリム層からも、権威主

義的な傾向を嫌気する向きが現れた。結果的に、6 月時点での内閣支持率は 5割前後で推移し、

公正・発展党（AKP）政権の基盤はあいかわらず安定しているが、好調な経済成長の持続が政権

支持率を左右していることは確かである。 

 一方で、7 月にエジプトで発生したクーデターとシリア内戦への対応については、エルドア

ン政権も予測しなかったほどの強い抵抗を受け、国際社会でやや孤立した感もある。エジプト

では 7 月 3 日、シシ国防相が大統領を解任したことで、2012年 1月 15日以来の政変はクーデ

ターとなった。これをクーデターと称するか否かをめぐって世界は割れた。日本のメディアも、

簡単にクーデターと表記せず、「いわゆる」と括弧つきで呼ぶ。好むと好まざるとによらず、民

選による大統領を軍が力で退陣させ、軍人が実権をにぎる暫定政権に移行させた以上は、まぎ

れもなくクーデターである。ムスリム同胞団が母体であったモルシー政権の「何がまずかった

か」をクーデターであるかないかの議論に混ぜるのは正しくない。「まずい政治」をした政権は、

国民の意思によってクーデターで追放されても仕方ないという結論にわずかでも正当性を認め

るならば、軍事政権がクーデターの正当性を主張するときに使うレトリックと完全に符合して

しまうからである。もちろん、軍という暴力装置による恣意的な政治は民主制に反するもので

あり、民主制を正当な政治制度とする前提に立ってのことである。 

 トルコ政府およびエルドアン首相は、繰り返し、この点を主張し、エジプト軍政府を非難し

た。当然、モルシー政権の支持基盤であったムスリム同胞団と、スンナ派ムスリムの保守層に

は強い同情を示し続けている。これに対して、エジプト軍政府は 11月 23日、駐カイロのトル

コ大使をペルソナ・ノン・グラータに指名し、追放した。トルコ政府も同じ対応をしている。

両国の外交関係は断絶寸前にまで追い込まれている。 

 エジプトによるトルコ大使追放の理由は、クーデターを起こしておいて、クーデターを批判

されたことに怒っているのであるから、いたってレベルの低い反応である。しかし、いわば「鷺

を烏といいくるめる」かのようなクーデターの否定は、今回、世界中に拡大していた。そもそ

も、米国政府もクーデターとの明言を避けた。エジプトは、中東におけるイスラエルの友邦で

あり、そのエジプトでムスリム同胞団を基盤とする政権が誕生したことはイスラエルにとって

重大な脅威をもたらしかねなかった。実際、モルシー政権は、ガザとの往来を緩和させていた

から、イスラエルはハマースを増長させるものとして警戒を強めていた。そのモルシー政権が、

軍によって退けられるというのは、いささか理想主義的な民主化を掲げてきたオバマ政権にと
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っても好ましくない。しかし、イスラエルにとって同胞団政権の退陣は望ましい。簡単に言え

ば、米国はこの二つのあいだで揺れながら、言葉を濁してきたのである。曖昧な態度をとるこ

とで、エジプトへの軍事援助を継続しようとしたが、8 月半ばから断続的にモルシー支持派市

民への大規模な攻撃と殺害が繰り返されたことを受けて、10 月 9 日、米国は一部の援助につい

て供与を中断している。 

 トルコ政府がエジプトのクーデターに対してとった立場は単純なもので、一貫してクーデタ

ーによる政権奪取を非難し、シシ国防相が実質的な権力を掌握している限り、マンスール暫定

大統領には正統性がないと繰り返し主張した。しかし、国際世論はトルコの立場を必ずしも明

確に支持しなかった。エジプト国内において、クーデターを支持した国民の意思は、ムスリム

同胞団というメンバー制をとる組織が支配することへの不満、イスラーム主義への嫌悪、ムバ

ーラク体制下での権益の復活などにある。しかしこれらは、エジプト国民にしか理解されない

から、国際社会からは支持を得られるような話ではない。にもかかわらず、クーデターは民主

主義の否定だというトルコの強い批判は、イスラーム圏の国家レベルでは受け入れられなかっ

た。 

 最もあからさまな形でクーデターを支持したのはサウジアラビアだった。サウジアラビアが

クーデターを支持したのは、ムスリム同胞団による支配を嫌ったためではないかと推測できる。

ムスリム同胞団は、イスラームこそ全ての問題を解決しうるという理念をもつ草の根型のイス

ラーム主義運動である。しかしながら、二つの聖地の守護者であり、ワッハーブ派の庇護者で

もあるサウド王家は、この種の草の根型のイスラーム主義を脅威ととらえる。いかに近代的国

家システムを取り入れたとしても、「サウド家のアラビア王国」という性格は変えようがなく、

草の根型の民主化運動と社会の再イスラーム化運動が並行して進行するムスリム同胞団の政治

手法は、王政の正統性を傷つけると懸念しているのであろう。 

 

トルコの政軍関係 

 他方、トルコのエルドアン政権は、長年にわたってイスラーム主義を抑圧してきた世俗主義

の守護者である国軍を、過去十年のあいだに、徹底して政治から遠ざけることに成功した。エ

ルドアンと盟友たちから見れば、エジプトのクーデターは、民主化に逆行する信じがたい暴挙

でしかなかった。モルシー政権の運営上のまずさは、トルコでも報道を通じてよく知られてい

る。しかし、それを理由に民意で選ばれた政権を軍が打倒することはできないという点では、

トルコ国内には幅広くコンセンサスが形成されている。 

 トルコの政治状況を観察していると、このコンセンサスを崩そうとする動きはいまだにある。

ゲジ公園の再開発抗議運動に際しても、「選挙だけが民主主義ではない」という言説が反政府運

動側から流された。選挙結果だけでなく、得票にしても議席数にしても数の上で優位に立つ与

党を牽制するための主張であり、さまざまなデモンストレーションを市民の意思表明として受

け入れるように要求するものである。トルコでは、これを軍による政治介入への「期待」と解

釈することがいまだに可能である。90 年代までなら、今よりもはるかに現実味を帯びて語られ

ていたし、実際、それが現実のものとなったのが 1997 年 2 月 28 日の「密室のクーデター」で

あった。イスラーム主義政党の福祉党（RP）を率いて首相の座にあったネジメッティン・エル
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バカンに国家安全保障会議の場で軍幹部が退陣を迫ったこの政変は、2013 年に入って改めて検

証が進んでいるだけでなく、関係者の訴追が始まっている。現在、進行している憲法改正に向

けた議論のなかで、焦点との一つとなっているのは過去のクーデターにおける首謀者の軍人た

ちの免責特権の剥奪である。具体的には 1980 年 9 月 12 日のクーデターを指すのだが、かなり

高齢化が進んでいる当時の軍幹部を裁くとなると過去の政軍関係の清算を意味するものとなる。 

 クーデターを罪として裁くことは、現政権に対する軍の影響力を低下させるプロジェクトと

並行して進んでいる。エルゲネコン、バリョズという名称を冠した二つのクーデター未遂事件

は、軍幹部、世俗主義派のジャーナリスト、大学教員など広範にわたる逮捕者を出し裁判が継

続している。真実の解明がなされたかどうかは判断できないが、軍による政治介入はもはや不

可能なレベルに至った。 

 ゲジ公園に端を発した若者の抵抗運動に対して筆者が冷ややかにみていたのは、軍とその周

辺に位置する世俗主義勢力やトルコ国家主義勢力が、「民主主義は投票箱だけではない」と主張

しつつ、軍の政治介入を呼び込もうとしていたからである。 

トルコの場合、エジプト以上に国軍への尊敬の念は深いし、建国の父アタテュルクも政治改

革者としてよりも軍人として母国の領土を死守した功績がなによりも大きい。軍の政治介入を

抑えた後の公正・発展党（AKP）政権は、政軍関係をどのように規定していくのか。単純には、

国軍は国防のプロに徹するということになるし、そのレベルでのコンセンサスは、政府部内だ

けでなく広く一般にも共有されている。だが、軍人への特権（住宅等）が剥奪され、作戦行動

も政府の命令に従うというシビリアンコントロールが徹底されるにつれ、士気は低下している。 

その一方で、内戦のシリア、国家分裂が進行するイラク、核交渉が動き出したイランはいずれ

もトルコの隣国である。周辺地域の治安情勢にとって、トルコ軍の存在が重石として決定的な

意味をもってきたことも間違いない。世俗主義の決然たる擁護者という重い鎧を脱がせた後の

トルコ国軍に、どういう衣装を着せるかが問われている。 

政軍関係では、民主化の基礎を固めたエルドアン政権だが、強大な軍を屈服させたことは、

政権自身の権威主義的性格を強める結果もまねいた。11 月になって、国内で注目を集めている

のが、フェトゥッラー・ギュレンを精神的指導者とするヒズメット（奉仕）運動という草の根

イスラーム社会運動との対立である。ヒズメットはムスリム同胞団のようなメンバー制の組織

ではない。ギュレンを精神的主柱とするが、政治性はなく、イスラーム的公正の観念にのみ忠

実な相互扶助組織である。その豊かな財政基盤を支えるのは、ムスリム保守層実業家の寄付と

予備校収入である。 

政府は、すべての予備校を閉鎖すると宣言した。一年ほどの猶予はあるが、私立のリセ（高

校）などに転換することを求めている。ギュレン系の運動体は、組織化されていないだけに、

政権としては手を組みようがない。しかも、イスラーム的公正のみを基軸とするために、公正・

発展党（AKP）の政治家に対しても、不公正の批判や追及をゆるめない。予備校閉鎖問題で正

面から衝突したことは、今後、トルコにおけるイスラーム主義勢力のなかに、組織性の希薄な

ヒズメット運動をどう位置づけるかという新たな課題を創出することになった。 
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シリア内戦との関係 

 シリア内戦に対するトルコの態度も明確である。はっきりとアサド政権に批判的であるし、

2013 年 8 月の化学兵器による攻撃を政権側によるものと断定している。8 月の末までに、アメ

リカがシリアに対して軍事介入を行うのではないかという観測がにわかに高まったのは、8 月

21 日にサリンなどによる攻撃で 1400 人近く（反政府側発表）が犠牲になったからである。し

かし、月末までにイギリス議会で攻撃支持が得られなかったため、アメリカの強硬姿勢は急速

に萎んでいった。 

一方トルコは、シリアへの攻撃に意欲を示していた。シリアとは 1000 キロにもおよぶ国境

線で接しているトルコは、紛争の当初から難民の流入が続いており、ロイターは今年 10 月の

時点で 60 万人に達したと報じている。事態打開には圧倒的に優位なアサド政権側の軍事力を

削いでしまう以外に方法がないというのが攻撃支持派の見解であった。もう一点、アサド政権

がアラウィ派に権力基盤を置いていることも、トルコ政府が攻撃支持に傾いていた副次的な理

由である。スンナ派イスラーム主義のエルドアン政権は、シリアのアサド政権に対して宗教的

な意味でのシンパシーを抱いていない。同じムスリムだとも考えていない。アラウィの定義に

ついてここで書く余裕はないが、「シーア派の一つの宗派」という見方は、トルコ国内では支配

的でないし、そういう実感もない。その一方で、トルコ国内のアレヴィ派とシリアのアラウィ

派との異同はきわめてセンシティブな問題である。アレヴィ派とは何かという議論が、トルコ

ではいっこうに煮詰まらないまま、トルコ国内のアレヴィを宗教文化の単位として公認する（政

府の監督と保護の下に入る）か、否かをめぐって駆け引きが続いているからである。トルコは

NATO 加盟国としてアメリカがシリアに介入するなら協調する姿勢をみせたが、単独で行動で

きる状況ではない。9 月以降も、トルコ政府首脳は、シリアの現体制が維持される限りは問題

の解決にならないと主張しているから、アサド政権の打倒に手を貸す勢力の一つではある。シ

リア問題については、サウジアラビアやカタールもトルコと歩調を合わせている。イランは、

トルコによるアサド政権非難を一蹴し、内戦をテロリストとの戦いだと主張する。10 年前にア

メリカが世界にむけて喧伝した「テロとの戦争」はいまやイスラーム圏内部の抗争で、支配者

側の正当性を主張する際に使われている。 

シリア問題でのトルコの孤立は、アメリカによる攻撃が取り沙汰された際に深まった。イラ

ク戦争での大義名分のなさが、イギリス議会での攻撃不支持につながったことはよく知られて

いる。イギリスだけでなく、世界各地で、アメリカが再び中東に介入することへの批判の声が

上った。トルコはブッシュ政権の参戦要請を議会が拒絶し、イラク戦争には終始一貫して距離

を置いていた。そのトルコが、イラク以上に帰結が読めないシリアに介入するのは危険すぎる。 

エルドアン首相はアサド政権が化学兵器で子どもたちを虐殺したことを非難した。だが、彼の

イスラーム的道徳にもとづいた軍事介入論は、必ずしも国民の支持をえられなかったし、国際

社会からも支持されなかった。これは、2008 年末～09 年初のイスラエルのガザ攻撃に関する

エルドアンの有名なパフォーマンスとは大きな違いである。09 年のダヴォス会議で、イスラエ

ルのペレス大統領を人殺し呼ばわりして勇名を馳せたエルドアン首相は失望したに違いない。 

（内藤正典、同志社大学） 
  


